











































平成 23（2011）年 6月～平成 24（2012）年 3月までの間，学校現場への訪問調査（18校）及び郵送






























時間軽減 0点 1 2 3 不明 合計
分担 6 8 4 0 3 21
効率 2 14 5 4 5 30
削除 0 15 1 0 2 18
他 1 2 0 3





















































































効率を取り入れて業務改善の取り組みを報告しているのは，小学校 20校，中学校 10校の合計 30
校である。成績処理で ICTの活用が 3校（小学校 1，中学校 2），学年学級経営でやはり ICTの活用






















































































上記の 3例より「1週間の勤務時間の 10％以上の業務時間の削減」と「年間 48時間の部活動指導
時間軽減」そして「定時退勤者が増え，平均退勤時刻も早くなった」をどうみるかであるが，一番目























表 2の数字による時間軽減の評価から判断するならば，評価 0が 9件で評価 1が 39件であり評価


















点で評価 0が 2校あり，それら 2校の中の一校の理由を見ると，個別の改善事例の記述欄に，生活指
導に関する業務量が増加したためだと記載されている。これは，業務改善の範疇を超える理由と思わ
れるが，生徒指導に十分な時間を当てられるよう業務改善にもさらなる力を入れる必要があろう。
3　今後の展望
成果と課題を総合して考えると，業務改善の取り組みの一つである削除が浮上してくる。時間軽減
効果の評価が 1の場合でも，教員がそれなりに時間的・精神的な余裕を取り戻してきていることが判
明したが，その評価 1が一番多いのが削除であり，また時間軽減効果の点で評価 0がなかったのも削
除だからである。このように，削除は大きな成果は上がらないが，確実に手ごたえはあると言えるで
あろう。削除は中学校の部活動とクラブ活動が中心で 4区分にしかまたがっておらず，しかもそのほ
とんどが部活動・クラブ活動に集中していることを鑑み，今後さらに研究を進めより多くの業務区分
に削除を適用すべきである。思えば総合教育技術が，各自治体や学校が取り組む学校の業務改善を
「自治体や学校単くらいで多様な取り組みがなされているが，根本的な解決がなされているとは言い
難い。」と評したのは，平成 21年度よりようやく緒についたと言われる教育委員会が支援指導してき
た学校の業務改善は，時間軽減効果の評価 1が代表するように大した成果が上がらないばかりか，時
間軽減効果の評価が 0もあり課題が残るということであろう。削除をもっと適用し，大した成果は上
がらずともそれなりに教員の労働負担軽減に繋がる確実で手ごたえのある取り組みをしていく必要が
あろう。なお，業務別改善マニュアルの個別の改善事例（学校番号　小学 08）の記述内容から，業
務別改善マニュアルが言う削除は，実際は統合と言い換えた方が適切ではないかと述べた。その記述
内容によれば学校行事を学年行事にしたのであって，その行事をすべて削除したわけではないからで
95学校の業務改善の取り組み状況を分析する（小島）
ある。しかしながら，すべて削除できるものもあることを考慮に入れるならば，削除か統合のやり方
でさらに学校の業務改善に取り組むことが望まれる。
注⑴ 比較する所要時間がなくては評価できないので，取り組もうとしている業務の時間計測が必要である。詳
しくは業務別改善マニュアル（pp. 45–51）を参照。
　⑵ 業務別改善マニュアル（p. 5）によれば，分担とは，業務にかかわる人数を多くし，1人当たりの業務を少
なくするもので，効率とは，業務の取り組みを工夫して，より短い時間で行うもの。削除とは，業務自体を
止めたりすることである。
　⑶ 業務区分については，平成 18年度に実施した『教員勤務実態調査（小・中学校）』（文部科学省実施）に基
づ いている。詳しくは業務別改善マニュアル（pp. 22–23）を参照。
　⑷ 平成 18年度文部科学省委託調査『教員勤務実態調査（小・中学校）』によると，教員の一日の平均勤務時
間は 10時間 44分である。
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